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４．有価証券に関する事項
\ 満期保有目的債券で時価のあるもの

種 類 貸借対照表
計上額（円） 時価（円） 差額（円）

時価が貸借対
照表計上額を
超えるもの

\国債・地方債等 2¶187¶030¶780¶522 2¶283¶633¶758¶000 96¶602¶977¶478

]金融債 188¶900¶000¶000 192¶455¶417¶900 3¶555¶417¶900

^社債 28¶698¶411¶598 31¶200¶170¶000 2¶501¶758¶402

_その他 100¶000¶000¶000 120¶977¶000¶000 20¶977¶000¶000

小 計 2¶504¶629¶192¶120 2¶628¶266¶345¶900 123¶637¶153¶780

時価が貸借対
照表計上額を
超えないもの

\国債・地方債等 39¶143¶400¶733 39¶130¶252¶000 � 13¶148¶733

]金融債 3¶000¶000¶000 2¶997¶000¶000 � 3¶000¶000

小 計 42¶143¶400¶733 42¶127¶252¶000 � 16¶148¶733

合 計 2¶546¶772¶592¶853 2¶670¶393¶597¶900 123¶621¶005¶047
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定額法を採用しております。
なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）を耐
用年数としております。

３．貸倒引当金の計上基準
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
４．賞与引当金の計上基準

{退職金共済事業における中退共、建退共、清退共、林退共並びに勤労者財産形成促進事業等
における財形勘定の役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額の当期負担額を計上して
おります。
|勤労者財産形成促進事業等における雇用促進融資勘定の役職員の賞与については、運営費交
付金等で国から財源措置がなされるため、賞与に係る引当金は計上しておりません。
（追加情報）
勤労者財産形成促進事業等における財形勘定については、平成25年４月から人件費の財源が運
営費交付金から自己収入に変更されたことに伴い、当事業年度より賞与引当金を計上しておりま
す。
５．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

{退職金共済事業における中退共、建退共、清退共、林退共並びに勤労者財産形成促進事業等
における財形勘定の役職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき計上しております。
|勤労者財産形成促進事業等における雇用促進融資勘定の役職員の退職一時金については、運
営費交付金等で国から財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上しておりません。
厚生年金基金から支給される年金給付については、運営費交付金等の国からの財源措置により
厚生年金基金への掛金及び年金基金積立不足額に関して措置がなされるため、退職給付に係る引
当金は計上しておりません。
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額のうち、退職一時金
制度に係る増加見積額については、事業年度末に在職する役職員に係る退職給付見積額の増加額
から、事業年度中の退職者に係る前期末退職給付見積額を控除して算定しております。また、厚
生年金基金制度に係る増加見積額については、年金債務に係る事業年度末の退職給付見積額から
直前事業年度末の退職給付見積額を控除して算定しております。
（追加情報）
勤労者財産形成促進事業等における財形勘定については、平成25年４月から人件費の財源が運
営費交付金から自己収入に変更されたことに伴い、当事業年度より退職給付引当金を計上してお
ります。
６．金銭信託の評価基準及び評価方法

時価法
７．有価証券の評価基準及び評価方法
\ 満期保有目的債券

償却原価法（定額法）
] その他有価証券

期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

８．たな卸資産の評価基準及び評価方法
\ 貯蔵品

移動平均法による低価法
９．債券発行差額の償却方法
債券発行差額は、債券の償還期間にわたって償却しております（定額法）。

10．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率
10年利付国債の平成25年３月末利回りを参考に0•560％で計算しております。

11．リース取引の処理方法
リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。
リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。
12．消費税等の会計処理
消費税の会計処理は、税込方式によっております。

13．その他の重要な事項
\ 支払備金
当事業年度末までに請求を受けた退職金等の支払未済のもの及び、当事業年度末までに退職
届があったものもしくは、退職届の提出はないが退職と認められるもの等の退職金で請求がな
いものの金額を計上しております。

] 責任準備金
被共済者の将来の退職金の支払いに備えるため、独立行政法人勤労者退職金共済機構の業務
運営並びに財務及び会計に関する省令（平成15年厚生労働省令第152号）第19条の規定により、
厚生労働大臣の定めるところ（平成24年厚生労働省発基0327第８号責任準備金の積立について）
及び厚生労働省労働基準局勤労者生活部勤労者生活課長の定めるところ（平成13年基勤勤発第
２号責任準備金の積立について）による金額を計上しております。

〔後発事象〕
重要な後発事象は発生しておりません。
〔貸借対照表注記〕
１．運営費交付金等の国からの財源措置から充当されるべき賞与の見積額 988¶559円
２．運営費交付金等の国からの財源措置から充当されるべき退職給付の見積額 38¶047¶446円
３．生命保険資産とは、生命保険会社に委託運用しているものです。
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